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内容

第1部 中国概観

第2部

パネルディスカッション（前半）
「攻めの中国戦略」

パネルディスカッション（後半）
「中国ビジネスリスク・コンプライアンス」
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中国経済成長率
第1部 中国概観

出典 「KPMG: 第13次５か年計画-中国経済の構造改革と世界経済の融合」

 中国経済は、30年以上の高度成長を経て、第11次5ヶ年計画期間の成長率10%前後
から、第12次56ヶ年計画終盤の6%台に落ち着いた。

 第13次5ヶ年計画期間は、6.5％～7％のレンジ幅尾を維持するとされている。
 この成長率は、世界経済の成長鈍化を考えれば高い成長率であり、中国経済は中・高速
の成長段階にあり、依然として世界経済をけん引し、グローバル企業にとって大きなビジネス
チャンスをもたらすであろう。
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世界人口Top 10 (2015)

1 China* 1 397 029

2 India 1 309 054

3 United States of America 319 929

4 Indonesia 258 162

5 Brazil 205 962

6 Pakistan 189 381

7 Nigeria 181 182

8 Bangladesh 161 201

9 Russian Federation 143 888

10 Japan 127 975

*中国は中国本土のみ

Unit: Thousands / People

Source: United Nations

第1部 中国概観

https://esa.un.org/unpd/wpp/
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中国の産業構造の変化

出典 「KPMG: 第13次５か年計画-中国経済の構造改革と世界経済の融合」

 2015年に中国の第3次産業の対GDP構成比は、初めて50％を超え、第3次産業が経済
成長の最大のけん引役となった。

 経済成長が工業化の離陸段階から、工業化の途中段階へ移行する中で、サービス業およ
びハイテク・先端産業などが経済の成長けん引役産業となって消費購買力を拡大している。

 中国経済は、サービス化した新経済、消費主導型経済および資本輸出型経済へ転換し
て、ミドルレンジ・ハイエンド経済へと向かっている。

第1部 中国概観
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中国の研究開発投資の対GDP比（%）

中国の研究開発（R&D） 投資の対GDP比（%）

出典 「KPMG: 第13次５か年計画-中国経済の構造改革と世界経済の融合」

 中国のハイテク産業は飛躍的に成長しており、2015年の成長率は10.2％となり工業成長
率をはるかに上回った。

 従来型の製造業の対GDP比が年々下降している反面、先端製造業の対GJP比は安定
的に上昇しており、さらにその傾向が強まっている。

 とはいえ、長年にわたり成長を支えてきた中国の産業は強固たる基盤を有し、技術力や研
究開発力も蓄積したものの、産業全体のイノベーション意識や技術の産業化能力はまだ
十分ではないと言える。

第1部 中国概観
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中国都市化率

中国都市化率 （都市居住人口対総人口比） （%）

• 改革開放以来、中国の経済成長に貢献した最も主要な要因として都市経済が挙げられ
る。中国は、都市化と工業の発展および都市の規模の拡大に伴い、農業社会から工業社
会へと移行している。

• 2020年までに常住人口の都市化率は60％を超えると見込まれる。
• 外資系企業にとっては、都市部と農村部への投資機会と事業機会が拡大される。
• 中国企業にとっては、外国で培ってきた建設技術を活かして国内での新型都市化と美しい
農村の実現に関与することなどの貢献が考えらえれる。

第1部 中国概観

出典 「KPMG: 第13次５か年計画-中国経済の構造改革と世界経済の融合」



9© 2017 KPMG Advisory (China) Limited, a wholly foreign owned enterprise in China and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 
KPMG International Cooperative ("KPMG International"), a Swiss entity.  All rights reserved. Printed in China.

中国の輸出入貿易
中国の輸出入貿易

出典 「KPMG: 第13次５か年計画-中国経済の構造改革と世界経済の融合」

 対外開放がもたらす「二つの事業機会」(1) 貿易構造の高度化 (2) 資本輸出の促進。
 これらの変化は、外資系企業による中国ハイテク産業および新型ビジネス産業への投資を
促すだけでなく、中国企業による海外投資のペースを速めている。

 外資系企業も、生産技術、ビジネスモデル、経営管理などの強みを活かして、中国進出を
加速させ、中国経済のミドルレンジ・ハイエンド化の重要なサポート役となるであろう。

 この過程は、中国企業と外資系企業にとって、提携・共存共栄関係を築くチャンスであり、
中国経済のミドルレンジ・ハイエンド化の駆動力となりえる。

第1部 中国概観
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資本流入国から資本流出国への変換
中国FDIおよびODI

出典 「KPMG: 第13次５か年計画-中国経済の構造改革と世界経済の融合」

 中国の2015年の対外直接投資額（ODI）は、対中直接投資額（FDI）を上回った。
 中国企業による海外投資が、経済発展の主要な解放モデルになっている。
 中国企業は、「海外進出」戦略によって技術力を獲得し、新たなビジネスモデルの導入によ
り中国経済を高度化し、ミドルレンジ・ハイエンド経済への移行を促進する。

第1部 中国概観
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中国企業のM&Aの動向

順位
買収側
企業の
所在地

買収額
（10億ドル）

案件数
（件）

１ 米国 1,328.8 11,134 
２ 中国 568.8 5,941 
３ カナダ 194.8 1,694 
４ 英国 193.0 2,591 
５ 日本 142.2 2,743 
６ ドイツ 130.9 1,433 
７ フランス 92.2 2,721 
８ 香港 86.8 1,171 
９ オランダ 86.3 712 
１０ オーストラリア 84.9 1,156 

その他 674.5 16,492 
合計 3,583.2 47,788 

参考 中国＋香港 655.6 7,112 

買収額は被買収側の純負債を含む（KPMG Analysis）

＜海外のM&Aの状況＞
 金額・件数ともに世界首位は米国。買収側企業の所
在国・地域としては金額で世界全体の37.1％、件数で
も23.3％を占めます。金額は日本の9.3倍、件数も4.1
倍と圧倒的。

＜中国の台頭＞
 米国の次は中国。欧米市場での大型案件などで中国
企業の活動が話題になることも多い。実際、金額、件
数ともに日本を上回る。

 中国企業は香港法人を通じてM&Aを実施するケース
も多く、香港企業による買収案件を加えると、金額は
日本の4.6倍、件数も2.6倍と日本を大きく上回る。

 中国企業の海外買収には戦略的な意図が不明確な
案件も散見されるが、経営陣がM&Aの経験値を急速
に蓄積している事実に目を向けるべき。

 海外案件などでは日本企業の強力な競合相手となり、
M&Aプレーヤーとして中国企業の動向に注視する必要
がある。

第1部 中国概観
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「13・5計画」期間の中国経済モデルの7側面

出典 「KPMG: 第13次５か年計画-中国経済の構造改革と世界経済の融合」

「13・5計画」期間の経済成長戦略からビジネスチャンスを見出すために、経済モデルの7つの側面、から、投
資および成長のチャンスを理解する必要がある。

デジタル国家中国の建設、デジタルベンチャー企業の創出
TI関連産業およびハイテクサービス産業の対GDP比の引上げ

産業構造の本格的調整、実体経済の振興、従来型サービ
ス業の高度化とモデル革新、次世代型サービス産業の展開

「新型都市化」、都市部と農村部の格差縮小、
地域をまたぐ戦略の実施、地域を超えたインフラ整備

環境問題の解決、エコ市場の開拓、環境産業
の発展、資源利用の効率化、低炭素化の向上

国民生活レベルの高い小康社会、公共
サービスの供給能力の向上、社会的公平

一帯一路戦略、外資誘致と海外進
出の両立、世界経済との融合

市場化改革、国有企業改革、シェア
リングエコノミー、金融システムの改革

第1部 中国概観
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インターネット産業
黄金期を迎える国家戦略に盛り込まれたビッグデータ

インターネットおよび製造業の投資額比較 中国のネット通販売上

出典 「KPMG: 第13次５か年計画-中国経済の構造改革と世界経済の融合」

 インターネット産業の需要創造力は経済成長の重要な駆動力である。
 BAT: Baidu（百度）、Alibaba（阿里巴巴）、Tencent（腾讯）の中国インターネット
企業3社は、検索エンジン、電子商取引、コンテンツおよびデータ、金融、文化、エンターテ
インメントの分野に進出してユニークなエコシステムを形成している。

 インターネット産業は、関連の電子情報産業、生活サービスも急成長させた。中国インター
ネット産業の勃興は、膨大な需要に支えられ、世界的大企業によるけん引、政府支援策
の恩恵を受けている。

第1部 中国概観



14© 2017 KPMG Advisory (China) Limited, a wholly foreign owned enterprise in China and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 
KPMG International Cooperative ("KPMG International"), a Swiss entity.  All rights reserved. Printed in China.

中国国内のTopネットショッピング決済方法
第1部 中国概観

出典 「KPMG: China’s Connected Consumers 2016 P14」
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中国のCEO 「破壊的テクノロジーへの投資」

出典 「KPMG: 2017 China CEO Outlook」

第1部 中国概観
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テクノロジー・イノベーションの担い手

出典：「KPMG: 変化し続ける破壊的テクノロジー（第1部） - 世界に広がるイノベーション・ハブ」

第1部 中国概観
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中国：eコマースのグローバル・リーダー

出典：「KPMG: 変化し続ける破壊的テクノロジー（第1部） - 世界に広がるイノベーション・ハブ」

第1部 中国概観
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 科学技術サービス業は、「大衆による起業および万人によるイノベーション」計画を推進する
重要な柱として、イノベーション型国家建設にとって重要である。

 技術移転、クラウドアウトソーシング・ファンディング、「インキュベーター＋起業・投資」という
サービスチェーン、イノベーション型インキュベーターおよび産業技術研究院などから新しいコ
ンテンツ、モデル、組織などが大量に現れてきている。

 とはいえ、今だ発展の初期段階であり、管理体制の不備、専門性の欠如、ハイエンド業態
の不足、業界環境の不備、マルチスペシャリストの欠乏など、多くの問題を改革の深化に
よって解決しなければならない。

出典 「KPMG: 第13次５か年計画-中国経済の構造改革と世界経済の融合」

中国の科学研究および技術サービス業

中国の科学研究および技術サービス業の増加値と成長率

第1部 中国概観
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「13･5計画」グリーン成長戦略および環境保全体制に関するプロジェクトと政策

出典 「KPMG: 第13次５か年計画-中国経済の構造改革と世界経済の融合」

グリーン成長戦略および自然環境保全の優先策
第1部 中国概観
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 環境汚染対策実施の加速化は、「13･5計画」期間における重要なグリーン成長戦略であ
り、外資系企業にとって、水・大気・土壌の環境対策および地域環境の共同対策等の分
野が格好の投資のチャンスとなる。

 「13・5計画」期間に、環境投資の年間成長率は20%以上と予想され、2020年までの年
間環境投資の総額は、2.4兆元に達する見込みである。

出典 「KPMG: 第13次５か年計画-中国経済の構造改革と世界経済の融合」

中国環境産業の投資状況と「13・5計画」の予想投資額

中国環境産業の投資状況と「13･5計画」の予想投資額

第1部 中国概観
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中国環境汚染対策の投資構成比

出典 「KPMG: 第13次５か年計画-中国経済の構造改革と世界経済の融合」

中国環境汚染対策の投資構成比

 産業セクターから見ると、
水・大気・土壌対策は、
中国環境産業の今後の
重要分野である。

 融資の多角化および融
資チャネルの拡大を図り、
外資系企業を含む民間
資本の水・大気・土壌関
係の環境産業への参入
を奨励する。

第1部 中国概観
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中国の新エネルギーカー販売台数 「13･5計画」期間の中国新エネルギーカー
販売台数予測

出典 「KPMG: 第13次５か年計画-中国経済の構造改革と世界経済の融合」

中国の新エネルギーカー

 「13・5計画」期間は中国政府がエネルギー消費モデルの改革を加速させる重要な時期で
ある。エネルギーの利用方式を見直し、エネルギーの節約管理を強化し、エネルギーの利用
効率性を大幅に向上させ、グリーン成長というライフスタイルを形成する。

 新エネルギーカーの年間販売台数は2010年の7,200台から2015年の33万台となり、45
倍に増加した。2016年には80万台を突破。

 2020年までに純電気自動車およびプラグインハイブリッドカーの生産台数は、200万台に達
し、累計生産・販売台数は500万台を超える見込み。

800

第1部 中国概観
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コミュニティサービス業の重点分野
中国のコミュニティサービスは早くから開始されているが、成長スピードが遅い。政府は「インターネット＋住民
サービス」というモデルによってコミュニティサービス業の飛躍的な成長を実現する計画である。

出典 「KPMG: 第13次５か年計画-中国経済の構造改革と世界経済の融合」

第1部 中国概観



24© 2017 KPMG Advisory (China) Limited, a wholly foreign owned enterprise in China and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 
KPMG International Cooperative ("KPMG International"), a Swiss entity.  All rights reserved. Printed in China.

中国天然資源海外拠点建設に関する業界別見通し

「13・5計画」期間の中国天然資源海外拠点建設に関する業界別見通し

出典 「KPMG: 第13次５か年計画-中国経済の構造改革と世界経済の融合」
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「一帯一路」の６本の経済回廊およびその交通整備状
況

「一帯一路」の６本の経済回廊およびその交通整備状況

第1部 中国概観

出典 「KPMG: 第13次５か年計画-中国経済の構造改革と世界経済の融合」
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中国のCEO 「今後3年間で会社の成長に影響を与える要因」

出典 「KPMG: 2017 China CEO Outlook」

第1部 中国概観



第2部パネルディスカッション（前編）
「攻めの中国戦略」
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なぜ今、あらためて中国戦略なのか？

これまでの中国戦略とどう違うのか？

中国戦略立案上の主要因は何か？

日本を含む外資系企業は中国市場で成功できるのか？

中国事業組織はどうあるべきか？ 事業再編の有効性は？

中国事業全体における香港の位置づけは？

１

２

３

４

５

６

第2部での問題意識
第2部 「攻めの中国戦略」
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日本企業の中国事業を取り巻く環境変化

中国政府・
規制当局

中国市場

日本企業の
中国事業

中国企業

中国の政策、中国市場、中国企業が変化した今、日本企業の
中国戦略も変えざるを得ない。

 自国産業育成と選択的外資導入政策
 独自スタンダードの確立
 試行錯誤しながらも、より適切かつ網羅
的な規制・税務

 積極的な外資導入・
活用

 海外企業の技術・経
営資源の取り込み

以
前

今
後

 日中間の差異に基づく事
業モデル

 「世界の工場」としての中
国を最大限活用

以
前

 中国政府の政策的方向性に適合した日本企業の本質的な
強みを中国市場・中国企業に届ける事業モデル

 適切なプランニングとリスクの評価・対応、迅速な実施と適時で
の退出など難易度増加

今
後

 未成熟な
国内市場

 む し ろ 安
価な労働
力の源とし
て重要

以
前

 多様かつ洗練され
た需要をもつ巨大
市場

 中国独自の製品・
サービスニーズ

 素早い嗜好の変
化と新製品・サー
ビスの急速な浸透

今
後

 技術・経営管
理など多くの面
で後発

 非効率な大企
業と零細な中
小企業

 合弁・協業に
非常に前向き

以
前

 向 上 ・ 卓 越
した技術

 国有企業改革
の成果

 特定民間企業
（ ICT）の飛
躍的進化が全
産業に波及

今
後

第2部 「攻めの中国戦略」
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過去に成功した事業投資モデルはもはや有効ではない

最初の
井戸の
掘削

製造
技術
移転

サービス・
金融

参入奨励

中国消費
市場への
早期コミット

勃興する
中流層への
対応

中国
大企業との
包括提携

主な投資
モデル

伝統的な投資モデルが効
果的でない理由

• 中国事業自体の価値
評価が高い

• 中国企業の資金需要
が低い

• 人件費・その他コスト
の上昇

• 中国製造技術の向
上・外資企業の差別
化要因の相対的低下

• 外国投資家とのディス
シナジー
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単位：百万USドル

日本の対中国直接投資額の推移

出所：中国商務部中国外資統計
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政策・政府の方針などから、
今後中国で注目すべき事業機会・産業・業界

注） 詳しくは弊社発行の“「第13次5か年計画」 中国経済の構造改革と正解経済の融合“を参照。

第13次5カ年計画から
導かれる事業機会

•イノベーション型の経済構造および産
業のアップグレード

•伝統的重化学工業など、集約型産
業と構造転換

•地域を跨ぐインフラ整備など、協調型
の地域成長モデルと開発の最適化

•グリーン成長戦略および自然環境保
全の優先策

•消費財産業の高度化など、共有型社
会の構築および国民生活水準の向上

•海外に向けて開放された事業構造と
中国経済のグローバル化の進展関連

•寡占産業、戦略新興産業、現代サー
ビス業など、成熟型経済体制と制度
改革

中国製造2025における
10大重点産業

•新世代IT（情報技術）

•数値制御装置／ロボット

•航空宇宙設備

•海洋エンジニアリング／ハ
イテク船舶

•先進軌道交通設備

•低燃費車／新エネルギー
車

•電力設備

•農業機械

•新素材

•バイオ医薬／高性能医
療機器

中国がICT技術の主導権を
取ろうとする（であろう）業界

•金融技術（フィンテック）

• E－コマース／小売

•モビリティサービス

•ロジスティクス

•医療／介護

•教育

•食品流通／食の安全

•省エネ

•環境

第2部 「攻めの中国戦略」
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異なる経済が中国市場に混在している
中国の省・特別都市別の人口および平均GDPの比較
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中国21世紀企業の戦略

持株会社

B2C

モビリティ

ロジスティクス

フィナンシャル
サービス

ペイメント
・信用

C2C

B2B

テレコム

クラウドサービ
ス・データ処理

マーケティング

シェア自転車
スーパー
マーケット

新小売

新金融

新テクノロジー

新エネルギー

新製造
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外資系企業の中国事業リポジショニングのための
戦略オプションと成功事例

再編・改善

参入・新規事業

縮小・撤退

新規投資

提携

新事業モデル

資本再編

組織・機能再編

事業売却

清算

業務改革

リスク管理

中国有力企業へ
の資本参加 新エネOEM

合弁立上げ

訪日中国人向け
旅行保険

ヘルスケア
関連事業展開資本構造の整

理・規制対応

香港CTCの活用

シェアドSCの設
置・活用

RPAの導入

B2Cアプリ開発の
新プロセス

コア集中型のポー
トフォリオ

中国先進企業と
の協業

第2部 「攻めの中国戦略」
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参考）中国事業戦略成功のための留意点
『7つの習慣』的整理

•第1の習慣・主体的である

•第2の習慣・終わりを思い描くことから始める

•第3の習慣・最優先事項を優先する

•第4の習慣・Win-Winを考える

•第5の習慣・まず理解に徹し、そして理解される

•第6の習慣・シナジーを創り出す

•第7の習慣・刃を研ぐ

スティーブン・コヴィー、7つの習慣

•第1のルール・中国に根ざし、かつ自社の強みを活か
す事業モデル （新クロスボーダーの定義および活
用を含む）

•第2のルール・短い時間軸での事業計画および業績
目標の設定

•第3のルール・中国事業の位置付けと事業の目的の
明確化

•第4のルール・市場と政策に寄り添った事業方針

•第5のルール・中国人材活用による市場の理解と情
報発信

•第6のルール・有力中国企業との提携および協業

•第7のルール・自社組織およびオペレーションの不断
の向上・改善 （新テクノロジーの導入を含む）

中国事業戦略、7つのルール

第2部 「攻めの中国戦略」
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第2部 中国税務の概況

中国の進化しつつある税務環境-迅速な変化
ビッグデータの活用
• 移転価格– 公告42号と64号と6号
• 税法の執行強化– 外国子会社、 恒久的施設 、
間接譲渡、対外送金に関わるロイヤルティ/サー
ビス費、租税条約待遇の適用

• 相互協議を通じて外国へ投資する中国国内企
業に税務サポートを提供

税関
• 関税改革、中国国内で「リスク・コ
ントロール・センター」および「税収
管理センター」の設立（北京、
上海および広州）

• 税関によるロイヤルティと
移転価格へ継続的注目

• 税関、税務局、外貨管理局は、情
報の共有化を強化して事中・事後の監督管理システムを
持続的に改善

国家税務総局はBEPSを税制改革と執行強化の
チャンスと見出す

課税管理がさらに効率化、現代化、デジタル化に

優遇税制
• 技術革新に関する優遇措置適用（ハイテク企
業、研究開発費の追加控除）

税金の徴収管理
• 納税者のコンプライアンス遵守をサポート
• 大企業への税収リスク管理および査察を強化、
および更に広を範囲に新しい技術で税収リスクを
分析、監査対象選択

• より多くの裁判例と事前裁定例

革新活動に対してより多くの優遇措置 責任が納税者に移り、税務機関の視点が期中・事
後の監督管理に移る

税務局

税関

外貨管
理局
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組織再編の種類
第2部 組織再編

中国国外またはクロスボーダー
組織再編による中国会社の
株主変更/持分譲渡

非居住者企業
から他の（非）
居住者企業へ

譲渡

傘下化

海外での
企業合併

海外での
企業分割

企業の組織再編とは、企業の日常の経営活動以外で発生する法律的または経済的な機能に
大きな変更をもたらす取引である。頻繁に行われるグループ企業の組織再編は以下のとおりである。

中国国内の
企業再編

持分買収
持分譲渡

資産買収
資産譲渡

合併 分割

中国国外
組織再編による
中国子会社の
間接譲渡
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日本側主導のグループ再編による中国子会社への税務影響

直接譲渡 間接譲渡

一般税務処理
企業買収取引において、被買
収側は公正価値で持分や資
産の譲渡所得・損失を認識し
なければならない。同時に、買
収側が取得する持分もしくは
資産の課税基礎額は公正価
値を基に確定しなければなら
ない。

特殊税務処理
特殊税務処理の条件を満たした企業の組織
再編の持分支払部分に対して、被買収側の
株主が取得する買収側の持分の課税基礎
額は被買収持分の従来の課税基礎数値に
よって決定する。買収側が取得する被買収側
の持分の課税基礎額は被買収持分の従来
の課税基礎数値によって決定する。買収側、
被買収側が有する従来の各種資産と負債の
課税基礎額およびその他所得税関連事項は
従来の状況を継続する。

課税すべきか否か
中国課税資産の間接譲渡とは、非居住者
企業が中国課税資産を直接または間接的
に保有する国外企業（国外で設立された
中国居住者企業を含まない）の持分と他
の類似権益の譲渡によって、中国課税資
産の直接譲渡と同一または類似する実質
的な結果をもたらす取引である。

譲渡益に対して企業所得
税の納付が必要

譲渡益に対する企業所得税納税義務の
繰延べが可能

合理的な商業目的に対する考慮等に基づ
き、当該取引の実質は中国居住者企業の
持分などの資産を直接譲渡したと見なすべ
きか否かを判断する必要がある。その判断
結果に従い、譲渡益が中国で企業所得税
納付義務の対象となるかが確定される

第2部 組織再編
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直接譲渡取引の基本スキームと留意点
日本本社が中国子会社を日本子会社に直接譲渡

特殊税務処理
特殊税務処理が適用される場合、持分支払部分に対し、C社へ
の投資コストで譲渡することができ、譲渡所得がゼロとなるため、
納税義務の繰り延べを実現できる。なお、特殊税務処理が適用
されない場合、公正価格で譲渡し譲渡所得を認識し、10％の
源泉徴収所得税を納付しなければならない。

特殊税務処理の届出手続き
特殊税務処理の適用を申請する場合、譲渡側が持分譲渡契
約書もしくは協議書を発効し、かつ工商登記の変更手続きが完
了後30日以内に届出を行う必要がある。

出資者変更に関する手続き
商務委員会への届出、および工商変更登記が必要である。

日本子会社が中国子会社を日本本社に直接譲渡
一般税務処理
公正価格で譲渡所得を認識し、譲渡益に対して10％の源泉徴
収所得税を納付しなければならない。

契約書の届出および申告∙納税手続き
譲渡側は持分譲渡契約書の締結後30日以内に税務局に契約
書を届出しなければならない。また、期限内に源泉徴収所得税を
納付しなければならない。

出資者変更に関する手続き
商務委員会への届出、および工商変更登記が必要である。

日本
本社

中国
子会社

日本
子会社

日本
本社

中国
子会社

日本
子会社

100％

100％ 100％

100％

日本
本社

中国
子会社

日本
子会社

日本
本社

中国
子会社

日本
子会社

100％

100％100％

100％

中国国外

中国国内

中国国外

中国国内
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間接譲渡取引の基本スキームと留意点

譲渡される中国国外企業に対して、以下の要素を
総合的に分析

 持分の主な価値が中国課税財産から生じたもの
であるか否か

 資産が主に中国国内での投資から構成されてい
るか否か

 収入が主に直接または間接的に中国国内を源
泉としているか否か。

 企業の組織構成に経済実態のあることを裏付け
られるか否か。

 組織構成の存続期間
 当該間接投資・譲渡取引を直接投資・譲渡取
引と代替する可能性

 当該取引に係る中国国外での所得税の納付状
況および中国で適用される租税条約の状況等

日本親会社が香港子会社の持分を売却することで、
中国子会社の持分が間接譲渡されることになる。

租税回避防止規定に基づき、合理的な商業目的を
有しない場合、税務局は、香港子会社（中間層）
の存在を否認して、中国子会社の持分を直接譲渡
するとみなすことになり、譲渡益に対して10％の源泉
所得税を徴収する。

譲渡側、譲受側および譲渡される中国居住者企業
は、持分譲渡契約書の締結日から起算して30日以
内に、譲渡される中国居住者企業が所在する主管
税務機関に関連資料を提出することができる（自主
報告）。

日本親会社が所有する香港子会社を譲渡することで、中国子会社が間接的に譲渡される

日本親会社

香港子会社

中国子会社

100%

100%

合
理
的
な
商
業
目
的

納税義務はあるが、報告していない場合の法律
責任

– 税金の追徴
– 譲渡側 ： 基準金利（中国人民銀行の貸出
基準金利）に5％の処罰性質を持つ加算利息
を徴収する。

– 譲受側 ： 源泉徴収義務を履行しない罰金
（未払税金の50％～３倍）(源泉徴収義務
者が持分譲渡契約書もしくは協議書の締結日
から起算して30日以内に資料を提出する場合、
責任を軽減・免除が可能)

第2部 組織再編
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傘下化

元
の
持
分
構
造

傘
下
化
後

日本親会社

C社 (CHC)
日本親会社

C社 (CHC)

日本親会社は中国子会社B社の持分を以って
中国子会社C社へ投資する

B社
B社

法務手続き
• 2016年10月1日より、 商務委員会におけるB、C
社の手続きが簡素化された。

• 省を跨ぐ場合、現地の所轄工商局と検討して申
請の順序を決める必要がある。

• 持分の公正価値に対する評価報告書を準備する
必要がある。

税務手続き
• B社の立場から見ると、当該取引は自社の持分が譲渡さ
れたことになる。適用条件を満たす場合、特殊税務処理
の適用申請が可能である。 C社の立場から見ると、増資と
なるため所得税への影響はない。

• 実務上、特殊税務処理が届出制に移行した後、難易度
は以前の承認制に比較して若干低くなった。

• 特殊税務処理の適用可能性が心配される場合、 まずB
社持分の価値を低減させる観点から、配当を行うことが考
えられる。その場合、所轄主管税務機関で税務届出を行
い、源泉徴収所得税を納付する必要がある。

• 持分の公正価値に対する評価または証明資料

中国国外

中国国内

中国国外

中国国内

第2部 組織再編
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香港コーポレート・トレジャリー・ センター（CTC）を利用した組織再編

Aグループ日本親会社
現
行
の
持
分
構
造

B社 (中国投資性会社)

再
編
後
の
持
分
構
造

Aグループ日本親会社

香港CTC

100%

100%

100%

事例紹介
香港政府は 2016 年『税務改正条例』を改定し、 CTC (コーポレート・トレジャリー・センター)に適用する利得税（法人所得税）率を
軽減（16.5％×50％＝8.25％）すると発表した。
Aグループ会社は香港でCTCを設立し、中国の投資性会社BをCTCに譲渡し、傘下化を実現させることを計画している。

B社 (中国投資性会社)

再編目的
– グループ資金の有効活用
– 為替リスクの集中管理
– カントリーリスクのコントロール
– 事業自由度の向上
– 地域統括性の強化
– 税負担の最適化

C社

E社D社 F社
100%

100%

100% 100%

D社 E社 F社

C社
100%

100% 100% 100%

各国の税制下での考慮
– 中国特殊税務処理の適用
– 中国租税協定における最終受益者の認定
– 香港CTC優遇税制の適用
– 日本のタックスヘイブン対策税制
– 日本の適格再編の適用
– 全体税負担、所要時間、再編コストに対する考慮

留意点

中国国外

中国国内
中国国外

中国国内

第2部 組織再編
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中国においては、さまざまな不確定なビジネスリスクが多く、安定したビジネスには向かないのでは？

中国事業に投資をしても、実態が良く分からず不正も多いと聞きますが、そもそも管理できるの？

現地法人では、ストや労働争議が多いらしく、日系企業が中国人を雇用するのは無理では？

中国事業の拡大に現地企業の買収を考えたいが、結局うまくいかないのですよね？

以前は、チャイナプラス・ワンと言っていましたが、今となっては撤退した方がよいのですよね？

移転価格等の調査が厳しいと聞きますが、結局袖の下で決まってしまうんですよね？

日本でロイヤリティ収入を取るべきとの指摘を受ける一方で、中国では貨物の通関価格に含めろと？

中国でのビジネスリスク・コンプライアンスに関する疑問

１

２

３

４

５

６

７

第2部 「中国ビジネスリスク・コンプライアンス」
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今起こっている中国の事業環境変化の影響

— 「13・5」による中国政府の方針
— 規制環境（外資優遇策の終了等）
— シェアリングエコノミー等新事業の拡大
— 市場の多層化、内陸への拡大
— 競合（国内企業、外資系）
— 全社戦略における中国事業の位置づけ
— チャイナ・リスク

激変する中国事業環境

成功要因・有効ビジネスモデルも変化

事業ドメイン峻別と自社の強みの明確化

変化はリスク、または事業機会

中国市場構造が複雑化

優勝劣敗がより一層、明らかに…

中国事業の『Re-positioning』（事業構造の見直し）と
それに合わせた事業管理態勢の再構築が必要なタイミング

第2部 「中国ビジネスリスク・コンプライアンス」
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• 債権回収：債権の貸倒れ、貸倒引当金の設定
• 人的資源：人材確保、モラル維持、人件費高騰
• 業務効率：業務の遅延、コスト増大、かつての安価な人件費を前提とした業務体系
• キャッシュフロー：資金ショート
• 販売・流通：チャネル開拓遅れ、流通遅延、物流規制
• 買収・合併：買収・合併後の効果未達成、組織・機能の未統合

ビジネスリスク

オペレーション
リスク

• 投資パートナー：利害の不一致、経営への過大干渉
• 仕入先：安定調達、バックマージン等の不正
• 代理店：代理店の離反、情報漏えい、特有な商慣習
• 競合：競争激化、模倣・商標権等侵害
• 政府：許認可等承認の遅延、担当部局・担当者間での対応の相違
• 地域社会：反日感情、デモ、三一五晩会
• 経済情勢：金利・為替変動、景気低迷
• 市場・技術環境：新市場・新技術へのキャッチアップ遅れ

外部環境
リスク

第2部 「中国ビジネスリスク・コンプライアンス」
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コンプライアンスリスク
 税務：移転価格、企業所得税、増値税、個人所得税、関税、共通データ管理
 会計処理：粉飾決算、会計処理ミス
 労務：労働争議、社会保険、セクハラ等
 贈収賄：商業贈収賄、公務員賄賂
 情報漏えい：情報持出し、サイバーテロ、ネットワーク安全法
 環境問題：水質・大気汚染、環境保護法
 不正：資産（在庫）盗難、経費不正、購買権限によるキックバック

コンプライアンスリスク
第2部 「中国ビジネスリスク・コンプライアンス」
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中国において発生しうる不正の種類とその背景

中国での業務展開の特徴

• 大量の生産設備や倉庫の存在
• インボイス（発票）

- 実際の金額や費用の性質についての詳細な記述が
ない

- 発票に関する闇市場の存在
• 社印

- 偽造された際の発見可能性が低い
- 本物かどうかの識別が困難
- 署名なしでも有効である

• 贈答や接待などのビジネスマナー
- ビジネス関係構築の手段
- 先方を重視しているという姿勢を表す

• 通常の費用も現金支払の頻度が高い

よく発生しうる不正の種類

• 従業員による虚偽の費用や個人的な支出の請求
• 役員或いは顧客に対する過度、高価格な贈答お

よび接待（相手に確かめるのが難しい）
• サプライヤーへの不当な要求
• サプライヤーからのリベート
• 現金の流用や横領
• 会社の在庫や資産の横領・転売
• 従業員が架空の会社を設立し、取引を行う

 数名の従業員の内通、また従業員とサプライヤーの内通の場合が多い
 不正に対する犯罪意識の欠如は、事態の重大さと影響を予測できずに上司の指示に従って不正活動に参加してしまう

ことにつながる

第2部 「中国ビジネスリスク・コンプライアンス」
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販売・生産・研究開発等の
日本本社のレポートラインが

異なる
複数カンパニー・複数事業
部傘下で多拠点展開 経営の現地化促進

 中国市場を向いたビジネス対
応ができない

 中国事業軸の資源の最適配
分が進まない

 中国事業管理を日本側で行
う場合、現地の状況把握が
難しい

 それぞれのカンパニー・事業部
へのレポートラインがあり、中
国としての事業管理が難しい

 地域統括会社は存在するが、
カンパニー・事業部へのレポー
トラインが強力で中国としての
統括が難しい

 複数カンパニー・事業部がそ
れぞれ中国進出を進めたため、
中国内に重複した機能が存
在し、効率化が十分に進んで
いない

 カントリーリスクの低減の最も
有効な施策は「現地の企業」
として定着を図ること

 現地ニーズのくみ上げと、現地
に則したマーケティングの展開

 本社からの適切な権限委譲
と、管理ポストに対する現地
人の積極的な登用

 現地経営陣の経営管理能
力の底上げ

 幹部候補となるような現地人
スタッフの定着、「発展空間」
の醸成

リスクマネジメントを踏まえた中国事業のガバナンス強化
第2部 「中国ビジネスリスク・コンプライアンス」
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第2部 移転価格税制

中国移転価格最新動向

経緯 移転価格新通達

• 中国は、この数年来、BEPS行動計画としてまとめられた
国際税務規制の考え方、新興国特有の移転価格管理
の考え方、およびBEPS行動計画による推奨点の国内
法化を図っている。

• 2015年9月、「特別納税調整実施弁法（試行）」
（国税発[2009]2号、2号文と通称、包括的な移転
価格税制通達）の改定ドラフトが発表された。

• その後2017年3月にかけて、2号文改定ド
ラフトに含まれる主要な移転価格関連規
定を最終化した３つの新通達が発布され
た。

• 具体的には以下の新通達である。

2016年7月
42号公告

「関連取引申告および
移転価格同時文書
化の管理に関する公
告」

1

2016年10月
64号公告

「事前確認制度の改
善事項に関する公告」

2

2017年3月
6号公告

「特別納税調査調整
および相互協議手続き
管理弁法に関する公
告」

3

中国国内移転価格関連新税制に大きな変化



51© 2017 KPMG Advisory (China) Limited, a wholly foreign owned enterprise in China and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 
KPMG International Cooperative ("KPMG International"), a Swiss entity.  All rights reserved. Printed in China.

中国移転価格最新動向

特別納税調査
（移転価格調査）手続き 比較性分析

移転価格算定方法
（一部方法の適用要領の
明確化、資産評価法＝原
価法、市場法、利益法、お
よび「利益と経済活動の発生
地、価値創造地の整合原則
を反映させるその他の方法」

の追加）

地域性特殊要因
（ロケーションセービング、
マーケットプレミアム）

単一機能企業

無形資産 国内関連取引の取扱

相互協議手続き

役務取引

まとめ
 これら３通達は、2号文と、その後発布された複数の関連個別通達中の

重要規定、および近年の移転価格調査における慣行を継承・改定・拡
充・明文化した。

 さらに、これら３通達には2号文にはない新たな重要規定が追加された。

6号公告の主な内容

第2部 移転価格税制
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中国移転価格新通達の一般的な実務問題と対応

マスターファイルによる
開示 ローカルファイルによる開示 6号公告

BEPS行動計画13と比
べ、42号公告により開
示すべきマスターファイル
の情報量は多く、企業
グループとして、BEPS
行動計画13だけに従っ
たマスターファイルを準備
しても、その内容は中国
目的で不足する場合が
ある。

• 関連取引に対する無形資産あるいは地域性特
殊要因の影響；

• 業務および商品毎の収入、原価、費用および利
益；

• バリューチェーン分析（バリューチェーン各段階関与者
の直近年度財務諸表、地域性特殊要因の企業の価値創
造に対する貢献の測定およびその帰属、グローバルバリュー
チェーンにおける企業グループの利益の配分原則と配分結
果）；

• いずれの移転価格算定方法を選択してもグループ
の全体利益または残余利益に対する企業の貢献
を説明；

• 関連役務取引の詳細な開示。

• 地域性特殊要因
（ロケーションセービン
グ、マーケットプレミア
ム）、無形資産取引、
あるいは役務取引に
関わる会社ポジション
説明。

42号公告
関連

1

6号公告
関連

3

42号公告
関連

1

一般的な実務問題 前述3つの新通達には、日系中国企業のコンプライアンスコストを純増させる、あるいはその対応に
苦慮しそうな規定が含まれる。例えば以下。

第2部 移転価格税制
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2017年中国税務当局の動き
- 移転価格調査リスクの高い取引・企業・業界

「ハイリスク」取引 「ハイリスク」企業 「ハイリスク」業界

無形資産所有権・
使用権の譲渡

役務提供

過少資本

コストシェアリング

ハイテク企業の税収優遇を享受し
ながら薄利な状態にあり、多額の
ロイヤルティを同時に対外送金し
ている企業

ロイヤルティあるいはその他グルー
プ役務費を長期的に対外送金し
ているが、薄利あるいは欠損状態
にある企業

利益水準が高いが、ロイヤルティあ
るいは役務費を長期的に対外送
金している企業

地方税務局が企業所得税を管
轄する企業

医薬品製造業、
自動車および部品製造業、

携帯電話製造業

ホテル、
飲食サービス業、
広告業、

ソフトウェア業、
コンテナ代理業

第2部 移転価格税制
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第2部 関税

ロイヤルティ課税 - 課税対象の判断に係る考察

申告価格に
含まれるか

（価格の完備性)

Ye

対象外

No

対象外
No

課税対象

ロイヤルティを支払うと同時
に、貨物を輸入している

1. ロイヤルティは輸
入貨物と関係なし
（関連性）

2. ロイヤルティの支
払は当該貨物の国
内への販売条件に
該当しない（販売
条件）

特許権の保有方法または
専有技術を用いて生産す
るか否か

輸入貨物自体に特許権ま
たは専有技術が含まれる
か否か

特許権または専有技術を
実施するために設計あるい
は製造する場合

Yes

ロイヤルティを支払わな
い場合関連貨物を輸
入できるか否か

ロイヤルティを支払わない
場合、契約で定められた
取引価格で関連貨物を
輸入できるか否か

Yes

 「税関輸出入貨物課税価格査定弁法」（税関総署第213 号令）の第7条よると、輸入貨物の成約価格とは、
販売者が当該貨物を中国に販売する際、購買者が当該貨物を輸入するため実際支払う、または支払うべき価
額であり、関連調整を受けて直接または間接的に支払う価額を含む。

 ロイヤルティ課税の判断基準：
 輸入貨物の成約価格の判定および成約価格に加算すべき費用→価格の完全性判定（第7条、第11条）
 ロイヤルティ課税の根拠：1）輸入貨物との関連性； 2）販売条件となる成約価格（第11条、第13条と

14条）
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ロイヤルティ課税（続）

定性分析 - 課税要否

価格完備性

ロイヤルティが既に輸入貨物
の価額に含まれている

価格構成、価格設定基準等

相関性

ロイヤルティは輸入貨物と
関係ない

生産技術、管理、従業員、基準、
パラメーター、プロセス等

販売条件

ロイヤルティの支払は貨物の
中国国内における販売条件

に該当しない
比較可能な第三者販売状況

下記状況のいずれかに該当する
場合、課税不要

第2部 関税
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輸入貨物通関申告書の新記入項目(税関総署2017年13号公告)

3. ロイヤルティ支払確認

•内容：輸出入取引において、中国国内
買い手は売り手若しくは関連者に直・間接
的にロイヤルティを支払うか否か

• Yes/Noの判断：（明確化）

※：
 同種または類似貨物の取引価格に基づく方法
 国内販売価格に基づく方法
 積算価格に基づく方法

ロイヤルティ
の支払

成約価格に含
まれるか

輸入貨物との
関連性(13条)

Yes/
No

あり
No

あり Yes

確定できない Yes

なし No

Yes N/A No

なし N/A N/A No

1. 特殊関係確認

•内容：売買取引双方の間に特殊
関係があるか否か

• Yes/Noの判断：特殊関係の有
無は持分基準、支配関係基準、
販売ルート基準などによる

2. 価格影響確認

•内容：1）はYesと答えた場合、取引
双方の特殊関係が成約価格に影響
を与えるか否か

• Yes/Noの判断：輸入価格が関連
税関評価方法（※）による類似なも
のを証明できない場合「Yes」と記入す
る；証明できる場合、「No」と記入す
る

•納税者は関連する回答を立証する文
書化資料の準備が必須

• 2016年の旧20号公告（廃止済み）から
の変更点：輸出貨物、加工貿易保税貨
物（保税品の国内販売を除く）に関して、
上記3つ項目の記載が不要となった。

第2部 関税
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輸出入貨物通関申告書の新記入項目（税関総署2017年13号）
3つの新記入項目を不正確に申告する場合の潜在リスク

内容 影響 関連税関部門

先述の3つの項目を不正確に申告しても、税
関の規定に違反しない場合。 1年間の税金を追徴する 税関通関/調査部門

納税義務者が規定を違反した結果、税金の
過少納付、または申告漏れとなる場合。 3年間の税金および延滞金を追徴する 税関通関/調査部門

輸出入貨物の価格、または他の申告すべき項
目を申告せず、あるいは不正確に申告すること
により、国家の税金徴収に影響を与える場合。

3年間の税金および延滞金を追徴し、ま
た、過去2年間の過少納付税額に基づ
き、30%ー200%の罰金を徴収する

密輸調査部門価格情報を故意に隠蔽、または虚偽申告す
ることにより、税関管理を回避し、脱税となる
場合。

密輸貨物、物品および違法所得を没収
し、且つ脱税額の3倍以下の罰金、また
は、密輸貨物、物品などと同じ価格の罰
金を徴収する。

故意に間違った価格情報を申告し、金額が
巨額となる場合。

1倍以上5倍以下の脱税額を罰金として
徴収し、または、財産を没収する。

第2部 関税
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